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連 結 注 記 表 

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等    

1.連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 オリエンタル白石株式会社 

株式会社タイコー技建 

株式会社白石ホームズ 

日本橋梁株式会社 

（2）非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

2.持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。 

3.会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有 価 証 券

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 主として、移動平均法による原価法 

② たな卸資産

未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法 

材 料 月別移動平均法による原価法 

貯 蔵 品 主として、最終仕入原価法 

（注）いずれも収益性の低下による簿価切下げの方法により算出 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資 産 定額法 

（リース資産を除く）  なお、連結子会社については、建物を除き、定率法によ

っております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ３～45 年 

機械及び装置 ２～13 年 



② 無形固定資 産 定額法 

（リース資産を除く）  なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 工事損失引当金 受注工事に係る損失に備えるため、当連結会計年度末

未引渡工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額を

合理的に見積もることができる工事について、損失見

積額を計上しております。 

③ 完 成 工 事 補 償 引 当 金 完成工事の瑕疵補修費の支出に備えて、将来の見積補

修額を計上しております。 

（4）重要な収益及び費用の計上基準 

売上高の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。 

（5）退職給付に係る負債の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までに帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異につきましては、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による按分額をそれぞれ発生の翌

年度より費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異の未処理額については、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 



（6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、金利スワップについて特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用

しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

③ ヘッジ方針

借入れによる資金調達については、社内ルールに基づき金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性を評価し

ております。 

（7）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式を採用しております。 

② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。 

4.表示方法の変更

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「特許権使用

料」は、当連結会計年度より営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため、独立掲

記しております。なお、前連結会計年度の「特許権使用料」は３百万円であります。 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記Ⅱ．会計方針の変更に関する注記Ⅱ．会計方針の変更に関する注記Ⅱ．会計方針の変更に関する注記    

（企業結合に関する会計基準の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 平成 25 年９月 13 日。以下

「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第 22号 平成 25 年９月 13 日。以下「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子

会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取

得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連

結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項（４）、連結



会計基準第 44－５項（４）及び事業分離等会計基準第 57－４項（４）に定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用して

おります。 

なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額

はありません。 

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記    

1. 担保に提供している資産

（1） 下記の資産を、シンジゲート方式による貸出コミットメント契約 4,500 百

万円に対する担保に供しております。 

（工場財団） 

建 物    176 百万円 

機械及び装置    273 百万円 

土 地  1,095 百万円 

計  1,546 百万円 

（その他） 

投資有価証券  6 百万円 

計  6 百万円 

上記の他、建物及び構築物 131百万円、土地 422百万円を支払承諾保証（与

信枠）500 百万円の担保に供しております。なお、同契約による保証残高

はありません。 

2. 固定資産の減価償却累計額

有形固定資産  8,948 百万円 

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記Ⅳ．連結損益計算書に関する注記Ⅳ．連結損益計算書に関する注記Ⅳ．連結損益計算書に関する注記    

1. 工事進行基準による完成工事高 47,818 百万円 

2. 完成工事原価に含まれる

工事損失引当金繰入額（△は戻入） △314百万円 

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 
当連結会計 

年度期首 
増加 減少 

当連結会計 

年度末 

普通株式（株） 122,513,391 － － 122,513,391 

合計（株） 122,513,391 － － 122,513,391 



2. 自己株式に関する事項

株式の種類 
当連結会計 

年度期首 
増加 減少 

当連結会計 

年度末 

普通株式（株） 26,059 1,428,254 ― 1,454,313 

（変動事由の概要） 

増加の内訳は、会社法第 165 条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156 条の規定に基づく自己株式の取得 1,419,200株及び単元未満株式の買取りによ

る 9,054 株であります。 

3. 配当に関する事項

（1）配当金支払額 

①配当金の総額 489 百万円 

②１株当たり配当額 4円 

③配当の原資 利益剰余金 

④基準日 平成 27年３月 31 日 

⑤効力発生日 平成 27年６月 29日 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの 

平成 28年６月 29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関

する事項を次のとおり提案しております。 

①配当金の総額 726 百万円 

②１株当たり配当額 6 円 

③基準日 平成 28年３月 31 日 

④効力発生日 平成 28年６月 30日 

配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

1 株当たり配当額には特別配当 1円が含まれております。 

ⅥⅥⅥⅥ．金融．金融．金融．金融商品に関する注記商品に関する注記商品に関する注記商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び満期保有目的の債券等

に限定し、資金調達については運転資金や設備資金などを銀行借入及び社債発行

により行う方針であります。また、実需原則を遵守し、投機目的やトレーディン

グ目的のための金融商品取引は行わない方針であります。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形・完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、当社グル－プの取引限度規程及びリスク管理

規程等に従い、取引限度額の設定や与信管理などを行っております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に把握された時価



を含めた情報を取締役会に報告し、審議検討されております。 

営業債務である支払手形・工事未払金は、１年以内の支払期日であります。 

借入金及び社債のうち、短期借入金は主に運転資金であり、長期借入金及び社

債は主に経営安定化を図るための資金調達であります。変動金利の借入金は、金

利の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、個別契約ごとにデ

リバティブ取引（金利スワップ）の採用を含めた検討を取締役会において行うこ

ととしております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成 28年３月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表に含めておりません。（（注２）参照） 

（単位：百万円） 

  
連結貸借対照表    

計上額(※) 
時価(※)  差額 

(1) 現金及び預金            8,379 8,379 ―  

(2) 受取手形・完成工事未収入金 18,390 18,390 ―  

(3) 立替金 2,279 2,279 ―  

(4) 投資有価証券 

その他有価証券 833 833 ―  

(5) 破産更生債権等 640  640 ―  

   貸倒引当金 (640) (640) ―  

    計 ―  ―  ―  

(6) 支払手形・工事未払金 (7,646) (7,646) ―  

(7) 1 年内償還予定の社債 (100) (100) ―  

(8) 未払金 (1,191) (1,191) ―  

(9) 預り金 (1,358) (1,358) ―  

(10) 社債 (250) (249) △0  

 (※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 (1) 現金及び預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金、並びに(3) 立替金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

この時価については、株式は取引所の価格によっております。 

(5) 破産更生債権等 

これらについては、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時

価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

しており、当該価額をもって時価としております。 

(6) 支払手形・工事未払金、(7) 1 年内償還予定の社債、(8) 未払金、並びに(9) 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 



(10) 社債 

当社の発行する社債は、私募債で市場価格がないため、元利金の合計額を当該社

債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。 

(注２)非上場株式（連結貸借対照表計上額 490 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

(注３)社債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年超 

社債 100 100 100 50 ― ― 

ⅦⅦⅦⅦ．１株当たり情報に関する注記．１株当たり情報に関する注記．１株当たり情報に関する注記．１株当たり情報に関する注記 

1. 1 株当たり純資産額 182 円 12 銭 

2. 1 株当たり当期純利益 27 円 40 銭 

ⅧⅧⅧⅧ．．．．重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象 

平成 28年５月 12 日開催の取締役会において、会社法第 165条第３項の規定により

読み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき、自己株式を取得することを決

議いたしました。 

(1) 理由 

株主還元及び資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策を遂行するた

め 

(2) 取得する株式の種類：普通株式 

(3) 取得する株式の数：1,700,000株(上限) 

(4) 株式取得価額の総額：300 百万円(上限) 

(5) 自己株式取得の期間：平成 28年５月 13 日から平成 28年８月 12 日まで 

(6) 取得方法：東京証券取引所における市場買付 

なお、当該決議に基づき、平成 28年５月 13 日から平成 28年５月 20日までに、当

社普通株式 1,347,400 株を 299 百万円で取得し、当該決議に基づく自己株式の取得

を終了しております。 



個 別 注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法

有 価 証 券 

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 総平均法による原価法 

2. 固定資産の減価償却の方法

（1）有 形 固 定 資 産 定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ３～38 年 

構築物 ７～45 年 

機械及び装置 ２～13 年 

車両運搬具 ２～５年 

工具、器具及び備品 ２～20 年 

（2）無 形 固 定 資 産 定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

3. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

（2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 



Ⅱ．貸借Ⅱ．貸借Ⅱ．貸借Ⅱ．貸借対照表に関する注記対照表に関する注記対照表に関する注記対照表に関する注記 

1. 担保に提供している資産 

下記の資産を、シンジゲート方式による貸出コミットメント契約 4,500 百万円

に対する担保に供しております。 

  

（工場財団） 

     建 物 176 百万円 

    機械及び装置 273 百万円 

  土 地 1,095 百万円 

  計 1,546 百万円 

（ そ の 他 ） 

  投資有価証券 6 百万円 

    

    

2. 固定資産の減価償却累計額   

  有形固定資産 5,824 百万円 

 

3. 関係会社に対する金銭債権債務   

  短期金銭債権 808 百万円 

  短期金銭債務 2,138 百万円 

  長期金銭債務 925 百万円 

    

4. 保証債務  

                子会社の金融機関からの支払承諾保証について連帯保証を行っております。  

なお、保証極度額は 600 百万円であり、同契約による保証残高はありません。    

    

Ⅲ．損益計算書に関する注記Ⅲ．損益計算書に関する注記Ⅲ．損益計算書に関する注記Ⅲ．損益計算書に関する注記    

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高   

 営業収益 497 百万円 

 営業費用 89 百万円 

営業取引以外による取引高 37 百万円 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 

期首 
増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 26,059 1,428,254 ― 1,454,313 

 （変動事由の概要） 

増加の内訳は、会社法第 165 条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156 条の規定に基づく自己株式の取得 1,419,200 株及び単元未満株式の買取りによ

る 9,054 株であります。 

    

    



Ⅴ．税効果会計に関する注記Ⅴ．税効果会計に関する注記Ⅴ．税効果会計に関する注記Ⅴ．税効果会計に関する注記 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産 

減価償却超過額  175 百万円 

その他  3 百万円 

繰延税金資産 小計     178 百万円 

評価性引当額  △ 100 百万円 

 繰延税金資産 総計   77 百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金  0 百万円 

繰延税金資産の純額   77 百万円 

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等

の一部を改正する等の法律」（平成 28 年法律第 13 号）が平成 28 年３月 29 日に国会

で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、

平成 28 年４月１日以降に解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事

業年度の 32.26％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成 28 年４月１日から平成

30年３月31日までのものは30.86%、平成30年４月１日以降のものについては30.62%

にそれぞれ変更されております。 

 その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 1

百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が 1 百万円増加しており

ます。また、その他有価証券評価差額金は 0 百万円増加しております。 



Ⅵ．関連当事者に関する注記Ⅵ．関連当事者に関する注記Ⅵ．関連当事者に関する注記Ⅵ．関連当事者に関する注記 

1. 親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

 

2. 子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

経営指導料等
(注１)

311 未収入金 ―

資金の返済
(注２)

4,425 短期借入金 2,100

１年内返済予定の
長期借入金

25

長期借入金 925

利息の支払
(注２)

30
流動負債
その他

8

借入に対する
担保提供　(注２)

1,046 ― ―

１年内償還予定の
社債

100

社債 250

出向者人件費の
支払　(注４)

58 ― ―

連結納税精算金(注
７)

545 未収入金 545

経営指導料等
(注１)

114 未収入金 ―

資金の貸付
(注５)

2,200

資金の回収
(注５)

2,200

利息の受取
(注５)

5
流動資産
その他

―

資金の借入
(注６)

―

資金の返済
(注６)

36

利息の支払
(注６)

0
流動負債
その他

―

１年内償還予定の
社債

100

社債 250

出向者人件費の
支払　(注４)

12 ― ―

連結納税精算金(注
７)

0 未収入金 0

子会社
オリエンタル
白石株式会社

所有
直接100％

役員の兼任
(２名)
経営指導
資金の借入
債務の被保証

―

350

4,200

短期貸付金 200

資金の借入
(注２)

債務の被保証
(注３)

短期借入金
子会社

日本橋梁
株式会社

所有
直接100％

役員の兼任
(１名)
経営指導
資金取引
債務の被保証

債務の被保証
(注３)

350

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 経営指導料等は、業務内容等を勘案し決定しています。 

（注２） 資金の借入については、平成 26 年６月発表の当社グループ「中期経営計

画」に基づく主要施策である金利軽減策としての借入金であり、借入金

利については、市場金利等を勘案して利率を決定しております。 

 また、当社が保有するオリエンタル白石株式会社の株式の一部を担保に

差し入れております。 

（注３） 当社が発行した社債（私募債）について連帯保証を受けており、取引金

額には社債残高を記載しております。なお、保証料の支払は行っており

ません。 

（注４） 出向料の支払については、出向元の規定を基礎として交渉の上決定して

おります。 



（注５） 資金の貸付については、平成 26 年６月発表の当社グループ「中期経営計

画」に基づく主要施策である金利軽減策としての貸付金であり、貸付金

利については、市場金利等を勘案して利率を決定しております。 

（注６） 資金の借入については、平成 26 年６月発表の当社グループ「中期経営計

画」に基づく主要施策である金利軽減策としての借入金であり、借入金

利については、市場金利等を勘案して利率を決定しております。 

（注７） 連結納税制度適用による個別帰属額の精算分を計上しております。 

ⅦⅦⅦⅦ．１株当たり情報に．１株当たり情報に．１株当たり情報に．１株当たり情報に関する注記関する注記関する注記関する注記 

1. 1 株当たり純資産額 34 円 80 銭 

2. 1 株当たり当期純利益 1 円 10 銭 

ⅧⅧⅧⅧ．．．．重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象 

詳細は「連結注記表 ⅧⅧⅧⅧ．．．．重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象」に記載のとおりであります。 


